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Abstract 

In the normal operation and transients of a light water power reactor, the structural 

components such as the pressure vessel and the primary loop piping suffer from various 

damages by neutrons, thermal aging, fatigue and dynamic loads. The evaluation methods 

applied for those effects up to now are based on the conservative assumptions. This 

research was carried out to improve those evaluation methods. For this purpose, three 

kinds of experiments were conducted. 

The first is the test of condensation-induced waterhammer in which large loads as 

well as sharp pressure spikes exerting on the pipe line were measured, and the mechanism 

and the loads following a condensation-induced waterhammer were made clear. 

The second is the dynan1ic loading test for structural materials and welding joints in 

which the dynamic strength and fracture toughness were investigated, and the evaluation 

method for those strength was discussed. 

In the third, an impact pressure testing machine was equipped and the strength 

properties of pressurized pipe were measured. 
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緒 ロ

原子炉圧力容器及び—サ次配管系等の原子炉構造要素

においては、中性子損傷、熱時効、疲労履歴等による

材質劣化に伴い、材料の強度特性の変化、破壊靱性の

低―ドが生じる。また、運転時の異常な過渡変化や事故

時においては機械的、熱的な衝繋荷重を受けることが

予想され、動的荷重下での構造要素の強度的、破壊力

学的な挙動が問題となる。配管系においては、熱水力

学的要因により圧カパルス及び圧力振動が生じる。こ

のため、高コンプライアンス下の拘束条件のもとでは

圧力荷重の急変による不安定延性破壊が生ずる可能性

が考えられる。

従って、圧カパルスの発生メカニズム、最大圧力及

び伝播特性を把握し、構造要素に与える影響を明らか

にする必要がある。通常、構造要素の材料の強度特性

及び破壊強度特性は、静的なひずみ速度下での強度試

験、破壊靱性試験及び不安定延性破壊試験によって評

価されていなしかし、運転時の異常な過渡変化や事

故時におけるひずみ速度は静的試験におけるそれを上

回る可能性があり、亀裂先端部での降伏応力の上昇と

破壊靱性値の低下のため、静的試験による評価は危険

側の評価となると考えられ、高ひずみ速度下での動的

破壊靱性及び動的不安定延性破壊の評価方法を確立す

る必要がある。

本研究では、原子炉圧力容器及び配管等の安全性を

より定贔的に評価する破壊力学的手法を開発し、安全

性評価技術の向上に資することを目的として以下の 3

項目について原 fー）J試験研究費により試験研究を実施

してきたc,

(1) 事故時に配管系が受ける荷重を定量的に推定する

手法の開発

(2) 構造用鋼材及び構造要素の動的強度および動的破

壊靱性評価方法の確立

(3) 配管系の不安定延性破壊挙動の把握、破断前漏洩

概念の成立性(LBB評価）の検討

(1)に関しては、平成 3年度から圧カパルス実験装置

を整備し、平成 5年度までに実験による甚礎データの

収集および教値解析を埜に凝縮起因水撃によって原子

炉配管系に作用する荷重の推定法を検討した，3

(2)に関しては、昭和63年度からそれまでに整備した

高速引張試験装筐を用いて各種構造用鋼材及び溶接継

手の動的強度および動的破壊靱性を調べ、降伏強度お

よび動的破壊靱性値の評価方法を検討した。また、 (3)

については内圧衝撃試験装置を平成元年から 4年まで

に順次整備し、基本的特性を調べるとともにこれまで

に得た結果を基に不安定延性破壊の発生挙動について

解析的な検討を行った。

なお、本研究は原子）］安全委員会の原チカ施設等安

全研究の第 3期年次計画における「原子炉構造部材の

破壊力学的評価技術の整備に関する研究」および第4

期年次計画における「軽水炉構造要素等の動的破壊力

学的評価技術に関する研究」に甚づいて実施した。

第 1章 凝縮起因水撃による配管荷重

1.研究の背景

原子炉構造要素の破壊力学的評価技術を向上させる

には、先ず、荷重の推定手法を確立しておく必要があ

る。代表的な原子炉構造要素である配管系には様々な

荷重が発生するが、本研究では、配管荷重の対象とし

て、 トラブル発生頻度の高い水撃を選んだ:,第 1図())

は、米国の軽水炉において、 1969年から 11987年の19

年間に発生した計281回の水撃頻度分布を示している，9

この図から、水撃は加圧水型炉(PWR)と沸騰水型炉

(BWR)のいずれにおいても同程度発生していること

が分かかこの間の総炉年は1109年であることから、

平均発生頻度は0.25回 炉年となり、各炉当たり 4年

に一度は何らかの水撃トラブルを経験していることに

なる。これら水撃の内、 72％は配管サポート等に損傷

をもたらし、 10％は 1次系圧カバウンダリーの破損を

引き起こしている，）つまり、水撃の内、 82％は配管系

に何らかのダメージを与えており、水撃荷重の解明は、

原子炉配管系の通常運転時及び事故時の健全性確保の

立場からも重要であるここが分かる。

配管内の水撃の発生原因としては、バルブの急開閉、

逆止弁の作動不良や気泡残留状態でのポンプ起動など、

様々な原因が考えられるが、荷厘が特に大きく、圧力

バウンダリーの破損に至ることがある凝縮起因水撃に

ダーゲットを絞ることにする，3

2.凝縮起因水撃

凝縮起因水撃が軽水炉の安全性に関連して本格的に

研究されるようになったのは、 PWRの蒸気発生器給

水系において凝縮起因水撃によるトラブルの多発が問

題化(2)された1970年台後半以来である。米国を中心に、

実験的3)及び解析的研究(4)が行われたが、発生メカニ
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第 1図 米国の軽水炉における水蛸統計
合計281回(72°0：配管サホート破損、 10°0：圧）Jバウンダリー破損）

(175) 
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第2図 凝縮起因水撃による配管破損例

ズムついては十分解明されなかった，—'当所においても、
実験を主体とした種々の研究151-17を行い、凝縮起因

水撃についての理解を深めてきた，—’

2. 1 配管破損例

凝縮起因水撃がいかに大きな荷重をもたらすかは、

次節の発生メカニズム等からも明らかであるか、より

直接的には、配管破捐の例が分かりやすい。第 2図は、

現象観察のために使った耐圧 2MPaのポリカーボネ

イト管が、教 I—回の水撃の後に軸方向に破損した例181

である，ー，このようなクラックは、 1 ~ 2回の水撃では

生じないが、敷十回、数百回の水撃を経験すると生じ

る，，クラックは軸方向に走ることが多し＼が、その理由

として、内圧に対する配管強度は軸}j向が円周方向の

1 2であることが考えられる。

2. 2 凝縮起因水撃の基本メカニズム

凝縮起囚水撃の店本的-J.カニズムは従来の研究から

ほぼ明らかにされてし、る。第 3図は、当所で行った非

常用炉心冷却水注入模擬実験(51(91において経験した

「コールドレグ流動振動 1の模式図である，：，コールドレ

グ流動振動では、注人水の流最(Gいとサブクール度

(Li Tい及び蒸気流罷(Gs)に依存して、様々な流動

様式が現れる，ー）蒸気の清熱(GsLiHs)が注入水の凝

縮能力(cLG1,LiTいを大幅に下回る際には、第 3図

(al, (b)で示されるような、上流のみ或いは．I:下流に

及ぶ流動振動となり、水撃が発生する，，これらの図か

ら、水撃発生には、水で囲まれた蒸気泡が形成される

ことが必須の条件であることが分かる， 9

第4図は、蒸気泡の凝縮崩壊過程を詳しく調べた例

で、ポリカーボネイト製透明管を用いて撮影した写真

(176) 
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第3図 凝縮起因水撃を起こすコールドレグ流動振動の様式

映像を画像処理装閻を使って二値化したものである，—，

この実験のシステムIじ力は大気圧であるが、蒸気泡中

の圧力は水温に対応する飽和状態であるため、大気l土
より相当低い:,そのため、右側の水スラグはこれらの

圧 JJ差（約O.lMPa)により加速され、左側の水プラグ

（大慣性のためほとんど加速を受けない）と衝突し、水

撃(¥Vaterhammer)が発生する'-，このような凝縮起因

水撃の基本メカニズムから、鉛直管では非常に起こり

にくく、水平管で起こりやすいことが分かる，9
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時間とともに増加する傾向にあるが、その時間依存性

は個々の水撃により異なり、厳密な取り扱いは困難で

あるため、ここでは LLを一定として扱う。しかし、

第5図からも分かるように、この近似による誤差は、

無視できない場合もあることに注意する必要がある。

いが一定であれば、式(1)は稽分でき、 V(t)は、次

式のようになる。

V(t)=[(D△P) / (f L 1 p 1) ]1'2 tanh t * (2) 

ただし、 t＊三 t/[(DL1,od/(fil P)]1/2o 

さらに、摩擦抵抗が無視できる場合(f= 0)は、次

式の等加速度運動となる。

V(t)=Ll P/(LLpL)• t (3) 

第4図蒸気泡の崩壊過程
（画像処理装置による写真映像の二値化、管内径： 41mm)

冒」二〖:P羞team\
△P=P。-Ps

30 

V=[2△P(Lso-Ls)／(LL氏）11/2

゜゚

、’
ヽ
ヽ

20 30 

L8(t) (cm) 

第5図 水スラグの加速過程（第4図のデータをプロット）

10 40 

なお、第4図の原映像は、通常の一眼レフカメラ 4

台を横ー万ljに並べ、パッコン制御で50ms間隔でシャッ

々ーが切られるようにして得たものであるが、実際は、

シャッダ一部の摩擦などにより、時問問隔は必ずしも

-•定とはなっていないう

2. 3 水スラグの衝突速度

管内流動抵抗係数を fとすると、管内の液体スラグ

の速度V(t)は、次の常微分方程式で表される。

(dV /dt) =• P/(LL.oiJ-(f/D)V~ (1) 

ただし、 D:管内径、 LL:水スラグ長さ、 pL : 

水の密度，3

一般には、 LLは気泡下方液体の取り込みにより、

等加速度運動における移動距離[Lso-1s(t)］と時間

とには、

Lso-Ls(t)=ilP/(2LLp1,)•t2 (4) 

の関係がある［ただし、 Lso :初期蒸気泡長さ、 Ls:

蒸気泡長さ］ので、式(3)は、

V(t)={2△p [ L s o-L s (t) ] / (L L p d } 112 (5) 

のように書き換えられる。水撃圧力を決定づける液体

スラグの衝突速度 V]\•!AX は、 Ls(t)=O を代入し、

V MAX= [ 2 (Ls O /LL)（△ PIP d Jt<2 (6) 

となる。

第5図は、第4図の水スラグ加速データをプロット

したものであり、衝峡速度は、 20m/sを超えることが

分かる。この図には、管内流動抵抗が無視でき、水ス

ラグが生長しない場合の水スラグの速度［式(5)］を点線

で示してある (LL=0.15m, Ls o =0.33m, △P=O.l 

MPa, 水スラグ初速度Vo=0 m/s)。加速の進行と

ともに、実際の速度の方が大きくなるのは、蒸気泡下

方の水が水スラグに取り込まれることによる水スラグ

の生長が、慣性｝Jの増加を上回るためと考えられる。

2. 4 凝縮起因水撃時の最大圧力

液体スラグの衝突による水撃時の圧カピーク値は、

一般に次式で表される(31,:

△ P]¥,1Ax= a L.o L VMAX 

ただし、 aL ：液体中の圧縮波伝播速度

管内の圧縮波の伝播速度は、無限媒体中とは異なり、

次式のようになる I10)。

a L = [ (K / p d I (1 + K D / E b) ]1'2 

(7) 

(8) 

ここで、 K:液体の体積弾性率、 E:配管材料の縦弾

性係数、 D:管内径、 b:肉厚。式(8)から、第4図の

実験で使用したポリカーボネイト管 (E=;= K, D =41 

(177) 
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mm, b =3.5nlffi）における圧縮波伝播速度（水中音速）は、

無限水中の 1/3.6倍程度と相当低速となるのに対し、

鋼管(E=;=lOOK)の場合は、 6~ 7 ％落ちるだけであ

り、 Llp MAXが配管材料の縦弾性係数に大きく依存す

ることが分かる。

式(7)から、第 4図のような蒸気泡崩壊時の Lip MAX 

は、 VMAx=20mとして、鋼管の場合(aL = 1400m/s)、

28MPa、ポリカーボネイト管の場合、 8.4MPaと推

定される。いずれの場合も、凝縮起因水撃時には非常

な高圧パルスの発生が予測される，3

第6図は、ステンレス鋼管中の代表的な水撃圧力波

形を示しており、 ilPMAXは9.lMPaに達しているこ

とが分かる。先に推定した値より小さい理由として、

水スラグの加速をもたらす崩壊蒸気泡の長さガ第4図

の場合より短いこと、などが考えられる。第6図の圧

力波形は、軸方向にl0cn1づつ離した 4個の圧カセンサー

によって計測されたものである。これらの圧力波の時

問間隔が約80psであることから、圧縮波の伝播速度

を求めると、 1250m/sとなり、式(8)からの推定値

Cl400m/s)より若干小さい。この理由として、蒸気に

含まれる溶解空気などの非凝縮性ガスが、蒸気凝縮後

も非凝縮性気泡として水中に存在し、これによる減速

効果(II)が現れたもと考えられる。

配管系の健全性確保の観点からは、圧カパルスの最

大値が重要であるが、凝縮起因水撃の特性を把握する

」
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既存装置で得た代表的な水撃圧カパルス波形
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ためには、圧カパルスの分布も参考になる，3 第7図は、

数分間の実験中に現れた圧カパルスの分布を示してい

る。この図からは、数MPaを超える大きな水撃はま

れであるように見える。もちろん、個々の凝縮起因水

撃の圧カバルスに差があるのは当然である，：，しかし、

後述の圧カパルス実験装置を用いた新たな実験から、

凝縮起因水撃時の圧カパルスは、水スラグの衝突地点

から離れるにしたがって急速に減衰することが明らか

となった。このことから、第 7図で低圧カパルスの頻

度が高くなっている主な理由として、 「定点計測では、

離れた地点で発生した減衰水撃を計測することが多いj

ことが考えられる。

8
 

第7図

(178) 

既存装置における圧カパルス分布（定点計測）

2. 5 圧カピーク持続時間

水スラグの衝突による水撃時の圧カピーク持続時間

は、圧縮波が水スラグを往復するに要する時間とされ

ている叫この考えに基づいて、持続時間240fl sの圧

カパルスをもたらした第 6図の場合の水スラグの長さ

を推定すると、 1250x 240 x 10-6 / 2 =0.15m程度（第

4図と同じ）となるが、他の実験で得られた圧）Jピー

ク持続時間は、水スラグ長さのバラッキを反映して、

100 /1 sから700fl s程度までかなり広く分布している，ー）

いずれにしても、コールドレグ流動実験で得られた

圧カパルスの持続時間は 1ms以下と短いー，このこと

が、配管の設計圧力（ポリカーボネイト管の場合、 1 

----2MPa) をはるかに超えるlOJVIPaもの圧カパル

スが作用しても、直ちに配管破損に至らなかったもの

と考えれれる。しかし、実験回数を重ねるとともに、

クラックの発生や圧カセンサー破損が起こる 9) これが、

凝縮起因水撃実験の難しさの一つである。

以上の圧カパルス持続時間の短さからは、米国での

配管系トラブルの多発が説明困難なように見える，ー，こ

れについては、次のように説明することができるい

水スラグと蒸気泡の長さ (LLとLso)はおおむね配

管径に比例するため、式(6)から推定される水スラグの

衝突速度V]¥,IAXは、管径には依存しない(8)。しかし、

圧カパルス持続時間は、 Lぃつまり、管径に比例す

ることとなる。例えば、口径6001111nの配管系におる圧

カパルス持続時間は、 1.5ms----10. 5msと推定される，：＇

このように、管径の増加とともに瞬時荷重から静荷璽

へと移行し、破損率も高くなるものと考えられる。

また、水撃時の圧カパルスは、圧縮波が液体中を伝

播することにより伝逹されることから、水中のみに現

れ、大きな圧縮性のある蒸気部には全く現れないリこ

の性質は、凝縮起因水撃対策を考える上で重要である，ー）

2. 6 その他の配管荷重

これまでに述べた水撃時の圧カパルスも代表的な配

管荷重であり、圧カバウンダリーの破損をもたらす可

能性のある荷重であるが、純粋な圧カパルスは外部に
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取り付けられたサポートヘはほとんど荷重をもたらさ

ないはずである。ところが、現実の軽水炉では、圧力

バウンダリーの破損よりもサボートの離脱といったト

ラブルの頻度の方が圧倒的に大きい。このことから、

水撃は、圧カパルスの他に、振動や軸力といった外部

荷重をもたらすことが分かる。

水整がもたらす軸力は、発生メカニズムが不明であ

り、既存の圧カパルス値のみから論理的に求めること

ができず、その評価に当たっては実験的検討が不可欠

である。また、水撃時の振動は、軸力が解明された後

に、個々の配管系について検討しなければならない性

質の荷重であることから、軸力が未解決な現時屯では

扱うことが困難である。

3. 「圧カパルス実験装置」による実験

3. 1 実験装置と方法

水撃時の軸りについてのデータを得るため、第 8図

に示される「圧カパルス実験装置」を新たに製作した。

本装置の最大の特徴は、凝縮起因水撃の発生メカニズ

ムがほぼ解明さている状況を踏まえ、確実に水撃を発

生させるよう工夫した点である。つまり、圧力容器か

ら供給される高圧蒸気（最大 6MPa)を一旦蒸気チャ

ンバー：容積： 30L)に貯め、急速開閉弁の急開と急閉

により、常温水で満たされた水平配管(2Bステンレ

ス鋼管、内径： 52.7nllil、肉厚： 3.9nllil) 内に定量の蒸

気を注入する方法を採用した。水平管の総延長は16.5

mで、打容積は36Lである。系圧力の調整のために設

けられている加圧器（容積： 40L、窒素加圧）は、水

平管内への蒸気注入を可能とする働きもある（配管系

に圧縮部がなければ蒸気注入はできない）。蒸気チャ

ンバーと加圧器との距離は、水スラグの長さを決定づ

けることから、本装置設計上最も重要な寸法である。

第4図などから、内径41mmの配管の場合、水スラグの

長さは、 0.15m前後であることから、内径52.7mmの本

装懺では、できるだけ0.15X 52. 7 /41 =0.19mに近い

寸法にすることが望ましい。しかし、急速開閉弁と加

プ
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第 8図 圧カパルス実験装置のフローシート

(179) 
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圧器自身の存在から、両者の軸間距離は、 0.3Smとし

た。このため、デーダ解析に当たっては、自然発生の

水スラグより長いスラグが発生する傾向にある点に、

注意する必要がある，：，第 9図は、計測センサーの種類

と設置点を示したものである。圧力計測には 2種類の

センサーを用いた。つまり、ループ外にはモニター用

センサー 5個(Oで表示）を、ループ内には水撃時の圧

カパルス用として高速高圧センサー 8個（◎で表示）を、

それぞれ設けた，ン温度計測は16本のクロメル・アルメ

ル熱電対で行ったが、この内、ループ内は11点である，ン

本研究で最も重要な軸力の計測は、水平管の左端と装

置架台に挟んだ lトン用ロードセル 1個で行った，ー）

なお、装置は、実炉を考應して、ルーブ状とすると

ともに、逆止弁等のバルブが設けられている，:,実験パ

ラメーダとして、システム圧力、注人蒸気圧力及びルー

「
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3. 2 実験結果及び考察

圧カパルス実験装置における水撃は、発生方法がや

や強制的であることから、実験パラメータの温度応答

や圧力応答への影響は小さかった，うそこで、代表的な

水撃時のデータを基に、水撃発生の様子を説明する，3

第10図は水焙発生時のループ内温度の長時間応答を、

第11図は圧力の長時間応答を、それぞれ示している，：＇

第10図と第11図では、類似デーダとの重なりを防ぐた

め、縦軸の原点が一定間隔づつずらされているが、

100℃と200kPaの変動幅はそれぞれ一定である，＾、この

実験の初期条件は、水温： 15℃、ループ圧力： 0.2

MPa、チャンバー圧）） ：0.81¥il Paである，ぅ
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第9図 温度・圧カ・軸力の計測点

（数値は、センサー間あるいはフランジ・センサー間の距離[mm]を示す）

(180) 
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第11図 水撃時ループ内圧力応答例

3. 2. 1 温度応答

先ず、第10図を見ると、テストセクション部温度T、l

が5.2秒から5.6秒にかけて155℃上昇していることが

分かる。この温度ピーク値は、 170℃に当たるが、注

入前のチャンバー内初期圧力に対応する飽和蒸気温度

170℃に等しい）また、第11図に示される同時刻の圧

カ上昇は0.lMPa程度であることから、この温度ピー

クは飽和温度134℃より相当高いことになり、注入蒸

気は凝縮崩壊する前にかなり過熱されることが分かる。

注入直後から蒸気は管内の冷水と直接接触し、 0.4秒

間で凝縮崩壊するため、 T4はほぼ元の温度に戻る。

チャンバー上流55cmの地点にある T』こは、蒸気注入

に伴う変化がほとんど見られないことから、一時的に

も蒸気はその地点まで達していないことになる。しか

し、ルーブ水は矢印方向（右側）に流れているため、

1.35m下流側の温度 T5は、蒸気注入から1.5秒後か

ら凝縮水の通過による50℃前後の温度上昇が数秒問続

いている。しかし、注入後10秒以内では、凝縮水の影

響がT5やT6までには達していない。なお、 Toは加

圧器内の気体部温度（第 9図では水温を計測するよう

に見えるが、実際は加圧器上部に設けられている）を

示しているが、蒸気注入開始とともに10℃ほど上昇し

ているのは、注入蒸気の容積に相当する水が加圧器内

に流入することによる、加圧ガス (N2)の断熱圧縮効

果による。

このように、ループ内各点の温度応答から、水の運

動の様子をかなりの程度知ることができる，ー）

3. 2. 2 圧力応答

第1l図の圧力 P5~P8は、温度応笞との対応を調

べるための長時間応答を示している。従って、センサー

の能力としては圧カパルスの計測も可能であるが、た

とえこれらの地点で圧カパルスが生じていても、時間

幅100、'LSオーダーの圧カパルスは正確に表示できない：9

p5~P孔こは、蒸気注入と同時（厳密には同時では

ないが、時間スケールの大きいこの図では時間差が現

れない）に、 O.lM Pa程度の圧力上昇が現れている

ことが分かる。この圧力上昇には、蒸気注入に伴う加

圧ガスの圧縮効果が含まれているc，窒素ガスの断熱指

数を1.4として、 T。の温度上昇幅(10℃)からこの圧

縮効果を見積もると、 0.025MPaとなる，ー，従って、

O.lMPaの圧力上昇の内の1/4程度が蒸気注入に伴う

圧縮効果で、残りの0.0751¥!IPaが水撃の影響と考え

られる。

次に、加圧器内の窒素ガスの初期容稽を15Lとして、

上述の圧縮効果 (0.025MPa)から、水平ループ内

に流入した蒸気の最大容積を推定すると、 1.2Lと推

定されなこれは、内径52.71runの水平管内では、長さ

55cn切蒸気泡に相当する 3 蒸気注入は高速であるため、

左右対称に侵入し、蒸気泡は最大で注入口より30------40

血（蒸気泡下方の水の存在により、 55/2=28cn1より長

い）程度まで達したと考えられ、蒸気泡が注入口から

55cinのT3地点にまでは達しなかった第10図の結果が

説明できる。

一方、蒸気が凝縮しないならば、水はほとんど非圧

縮性と考えられるから、蒸気注人後のループ圧力など

の状態は、窒素ガス (15L、0.2MPa、22℃)と蒸

気(301、0.8MPa、170℃)の混合問題(12)と考える

ことにより求められらこの仮定の甚に計算した結果、

混合後の圧力は0.61MPaとなった。従って、混合後

の窒素容積は、 7.1Lとなり、注入蒸気の容梢は、

15-7.1=7.91となる。先に、圧力応答などの実験デー

々から求めた容積1.2Lは、蒸気の凝縮性を考慮しな

い場合の 1 6以下である。この事実は、急速開閉弁

の開弁により流入してくる蒸気の凝縮がいかに急速で

あるかということを示しており、凝縮起因水撃の数値

シミュレーションが未だに成功してない理由でもある C)

3. 2. 3 圧カパルス

第12図は、「圧カパルス実験装置」で得られた代表的

な水繋時の圧カパルス波形を示している。図 (a)(b)

(c)は、それぞれ試験部圧力 p3、加圧器下流圧力 P2

及び逆止弁上流側圧力 P1である（各センサーの位置

は、第 9図参照），）蒸気が直接注入される試験部の圧

カパルスが他に比べて際だって大きくなっていること

が一廿瞭然である，3 第12図(a)の二つのピークはスケー

(181) 



10 

(a) P 3 (Closest to Steam Injection Point) 

T 

::unss:;i1d 

e
d
h
I
 

w
 

•E 

e
d
w竺
~
1
1
呈

d
v

』

-
0ニヘ

e
 

R
 

]
 

＼
 

叶
閏
ぃ
ー
＇

ルアウトしているが、源データを調べたところ、第 1

ピークは2.7MPaで、第2ピーク3.41¥1Paであった，：＇

僅か40cn1離れた地点で、圧カパルスにこのような差

が現れるのは、凝縮起因水撃の圧カパルスは、水スラ

グと水柱との衝突地点、つまり、蒸気泡の凝縮崩壊地

点で最大となり、そこから離れるに従って急速に減衰

することを意味している。この事実は、定点における

圧カパルス値が大きく分布しているという既存データ

（第 7図）とも符合している。従って、第12図の水撃に

よる最大パルスは、蒸気が注人される T字部で生じて

いるものと推定される。その最大値を、 Pl~Pり）

ピーク値の分布から求めると、第13図に示されるよう

に、 8.71¥II Paとなり、第 6図の既存データとほぼ一

致する，3
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3. 2. 4 軸力計測

第14図に、第10図と同じ水撃時における軸力の計測

値(13を示す。水撃発生と同時にlOOkgf程度の軸力が

発生していることが分かる。この値を、内径52.7mmの

管断面積で除すと、 0.46MPaとなる。圧カパルスが
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第12図 水撃時圧カパルス波形例

第13図
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水撃圧力が何らかのメカニズムを通して、その一部が

軸力に変換されると考えると、 lOOkgfの軸力の変換

率は、第13図の圧カパルスの最大推‘ぷ値(8.7M Pa) 

の約 5％程度である。

実験は、システム圧｝J(O.l -----0.5M Pa)と注入蒸気

圧力(0.5~2MPa)をパラメーダーとして行ったが、

計測された軸力は、いずれも士15％の範囲内で100

kgfに一致した。これは、水撃が半ば強制的に引き起

こされるよう工夫した本装置の特徴が現れ、上記の実

験パラメーダ範囲内では、水撃の規模が同程度であっ

たことを示唆している。

3. 2. 5 実炉における軸力の推定

現実の軽水炉の配管系には、水撃の起こりやすい水

平部分も多く、管径寸法も様々である。本研究では、

軸力の計測が内径52.7nunの配管系についてのみ行われ

たため、水繋起因の軸力が管径とどのような関係にあ

るかは確認されていないっしかし、 2.5節の考察から、

圧カパルス（直を決定づける水スラグの衝突速度は管径

に余り依存しないため、実炉における圧カパルスも本

実験で得られたものと同程度と考えられる。さらに、

圧カパルスの軸力変換率も管径に依存しないと仮定す

ると、軸力も管断面積に比例することになる。この仮

説に立って実炉における軸力を推定すると、本実験で

得られたlOOkgfという軸力は、内径 600nllllの主蒸気

管では、 100メ (600/52.7) :i = 1296kgf与13tにも達す

ると推定される (1,11。この推定値の正否については、

本実験と実炉との間の寸法の装置を使った確認実験に

より判断されるべきであるが、推定値13tは、米国に

おける配管系トラブルの多発という事実と矛盾するも

のではないと考えられる。

4. き裂部の応力集中（静解析）

米国の軽水炉で起きた水撃トラブルの内の10％は、

圧カバウンダリーの破損が牛じたと報告されている叫

圧カバウンダリーの破捐は、一次系冷却水喪失事故

(LOCA)に至る可能性のある、重要事象である。厳

しい軽水炉設計甚準から考え、 「欠陥のない配管が水

整荷重で破損するはずはなく、配管内面に存在するで

あろうき裂が圧カバウンダリーの破損に至らしめた要

因ではないか」との考えがある。

そこで、市販の有限要素法解析プログラムNISA 

-IIを用いて、仮想き裂周りの応力集中の様子を調べ

た。

第15図は、解析対象とした仮想き裂の形状で、き裂

は、応力値が断面方向の 2倍である軸方向に存在する

としに肉厚は、実炉の高圧配管を考慮し、実験装置

より厚い5.5nllllとした。解析領域は、対称性から、試

験部の 1 4のみとした。また、本解析では弾性領域

のみを扱っているため、応力値と圧力は比例関係にあ

羞亨ぃ: 100 □ 
第15図仮想き裂部詳細

第16図 解析領域のメッシュ分割

り、応力の絶対値よりその分布に意味がある。従って、

内圧として 11¥!IPaのみを計算した。第16図は、解析

領域のメッシュ分割を示す[9

第17図と第18図は、それぞれ第 1主応力の全体及び

き裂部近傍の分布を示している C，これらの図から、き

裂部底部に 4~5倍の大きな応力集中が現れることが

分かる。

5.動的応力解析（動解析）

凝縮起因水撃は、第 6図と第12図で示したように、

短周期の圧カパルスが荷重‘Jースとなっているため、

それによって配管系がどのように応笞するかを知るこ

とは重要である。そこで、先に行った静解析で使用し

たNISA-IIにより、本実験で得られた圧カパルス

波形をインプットデータとする動解析を試みた。

実際には、圧力波が配管内を伝播するため、配管各

部の圧力がピークに達する時刻は若下異なる。しかし、

NI SA-IIは、境界条件として圧力の空問分布と時

間分布を同時にとり入れた解析ができないため、伝播

時間を無視し、配管内圧力が同期して変動するという

仮定の下で解析を行った。この仮定は、応答周期が庄

縮波の伝播時問より十分長い振動に対しては有効であ

る。

(183) 
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動解析インプットデー々として、蒸気注人口近傍の

平均的な水撃パルスである第12図(b)を採用した。し

かし、実際のインプットデータは、第19図に示すよう

に、直線からなる折れ線で近似し、単純化した。解析

対象の配管は、蒸気注入口を含む直線部分（内径：

52. 7nllll, 肉厚： 3.9nl!Il, 長さ： 3.5mのステンレス鋼管）

のみを考えた。また、拘束条件は、管断面の一端を固

定として扱った「）この解析では、長い配管を扱い、接

点数が大幅に増加し(1612点）、許容数に近づいたため、

短管に対する静解析で考慮したき裂を含ませることは

できなかった。

第20図は、固定点近傍における応｝J値を示したもの

で、インプットした圧力波形とほぼ同じであることが

分かる。第21図は、固定点以外における代表的な応力

応答を示しており、インプットデータとしてのJF.カ変

動が続いている期間(13ms)は、圧力変動の約倍の周

第l7図主応力の全体分布

第18図 主応力のき裂部近傍分布
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第19図 動解析用インプット圧力波形

(184) 
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第20図 固定点近傍における応力応答例

第21図 固定点以外における応力応答例

波数で振動しているが、圧力変動の終了とともに減衰

することが分かる。固足点から離れた他の節点におけ

る応力値も第21図と同様の波形をしているが、振幅は

場所により若干異なっている'-'いずれの節点において

も、最大応力値はき裂がないこともあり、許容値より

十分小さいこれは、 「水撃時の圧カバウンダリーの

破損には、き裂などの欠陥の存在が関与しているので

はないか lとの仮説と符合している，3

次に、 NISA-IIを使って固有振動数を調べた。

その結果によると、解析された応力変動の周波薮(380

Hz程度）に相当する低次の固有振動数は存在せず、ま

た、それに近い固有振動数のモードは、第12次と相当

高次であるため、共振の恐れはなかったことになる。

しかし、実炉においては、解析対象とした配管と異な

る剛性であると考えられ、共振の可能性を個々に調べ

る必要があると思われる。

6.凝縮起因水撃の数値シミュレーション

凝縮起因水撃のメカニズムは既にほぼ明らかとなっ

ているが、未だ数値シミュレーション用プログラムが

開発されていない3 これは、極めて高速な蒸気凝縮を

適正にモデル化できないことによるのであるが、数値

シミュンーションが可能となれば、それぞれのケース

の水撃を予測でき、それに対する対策を立てるのに有

用となる。そこで、既存の二相流数値解析コードによ

り、どこまで凝縮起因水撃が模擬できるかどうかを調

べた。

使用 J たコードは、日本原子力研究所が、二流体モ

デル構成方程式評価用ドライバーコードとして整備し

た‘‘lVIi n i -T R A C "115)である。このコードは、米

(185) 
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第22図 Mini-TRACによる水撃シミュレーション例

国で開発された 3次元二相流解析コード“TRAC-

PF 1”を 1次元用に改造したもので、パッコンに搭

載可能である。

第22図は、当所が昭和63年度～平成元年度の「原子

力船の事故解析の研究：その 3」において得た ECC

水注入模擬実験で得た水撃データ (6)を対象として行っ

た結果の（ダl(16)である。時間軸が第12図と異なること

を考慮すると、本研究で得た水撃とよく似た圧力振動

が再現されているようにも見える。しかしながら、水

撃が生じない実験条件に対しても、同様の圧力振動が

現れることから、実際の物理現象としての圧力振動を

表していないと思われる。つまり、既存の二相流解析

コードでは、凝縮起因水撃という高速現象を再現する

のは困難であると言わざるを得ない3 その理由として、

以下が考えられる。

(1)軽水炉を対象とした既存の二相流解析コードは、

事故時や通常運転時における炉全体の過渡変化の

解析を目指したものであり、局所現象としての凝

縮起因水撃を念頭に置いて開発されたものではな

し＼。

(2)既存コードに組み込まれた構成方程式群の中には、

冷水と蒸気が直接接触するような激しい凝縮現象

に対する熱伝達率式が含まれていないn

(3)システム全体の過渡変化をシミュレートするため

の時間刻みは 1ms程度で十分であるが、直接接

触凝縮を解くには、少なくとも10tt s程度の小さ

な時間刻みを必要とする。

(4)水撃発生地点の前後で、二相流から水単層流に変

わる解析セルが現れざるを得ないが、圧縮性流体

から非圧縮性流体への遷移が適正に処理されてい

ない疑いがある。

以上より、凝縮起因水撃を数値シミュレーションす

るには、冷水と蒸気との直接接触凝縮現象を逝正にモ

デル化した二相流解析フ゜ログラムの開発が必要となる

ことが分かる。

7.第 1章のまとめ

強制的に凝縮起因水撃が起こるよう設計した「圧力

パルス実験装置」を用いて、水撃時の圧カパルス及び

軸力を計測するとともに、有限要素法コードNISA 

-IIなどによる解析を行い、実炉における水撃荷亜を

検討した。その結果、

①水撃に伴う圧カパルスの最大値は、既存のデータ

と同様、 lOMPa程度に達する。上記装置におけ

る圧カパルスの持続時間は数百 μs以下と短いた

め、直ちに配管が破損することはなかった。

②しかし、圧カパルスの持続時間は大口径管ほど長

くなるため、実炉配管系への圧カパルスの影響は

大きい。

③NI SA-IIによる静解析では、配管内面の仮想

き裂部の応力集中は、 4~5倍程度となった。

④NI SA-IIによる動解析では、上記装置と圧力

パルスとの共振はない。しかし、実炉配管系では、

圧カパルス周期と配管系の固有振動数が異なるた

め、個々に検討する必要がある）

⑤水撃に伴う軸力は、内径52.7nlffiの卜』記装置では、

おおむねlOOkgfであった，3

⑥「軸力は管断面積に比例する」と仮定すれば、実炉

の主蒸気管（内径600nlffi)では、 13tにも達するこ

とになり、米国の軽水炉で配管サポートの破損が

多発した事実が説明できる，3

⑦既存の二相流解析コードでは凝縮起囚水撃をシミュ

レートできない。

などが明らかとなった。

「水スラグの衝突 lという凝縮起因水撃の発生メカ

ニズムから考え、どうしても層状二相流が生じる軽水

炉配管系において、凝縮起因水撃を完全に防止するこ

とは困難である従って、 「凝縮起因水撃が生じても

配管系にトラブルが生じないように設計する」ことが、

現実的な対策と考えられる c，その対策を考える上で、

本研究で得られた軸力などに関するデータは有用であ

る。

また、以 I::の結論から、今後の課題として、

①「軸力は管断面楕に比例する」との仮定を確認す

る実験、及び、

②冷水と蒸気との直接接触凝縮現象を適正にモデル

化した二相流解析プログラムの開発、

などが考えられる。

(186) 
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第 2章動的強度および動的

破壊靱性の評価

1.研究の背景

圧力容器をはじめとする鋼構造物のき裂損偽や破壊

に対する安全性評価には破壊力学が広く用いられてい

るが、高度の安全性が必要な原子炉圧力容器の健全性

評価にはASME Boiler and Pressure Vessel Code 

Sec. IIIおよびXIにおいて平面ひずみ破壊靱性値の最下

限値 (KIR)を用いるように定められている。つまり、

原子炉圧力容器に使用される鋼材は静的破壊靱性

(KI C)、動的破壊靱性 (KId)およびき裂伝播停止靱

性 (KIa)等の靱性値のうち最も低い値で評価される。

一般に溶接構造物に使用される鋼村は、温度が低く

なると脆性破壊を起こすが、荷重負荷速度が大きくな

ると破壊靱性値が低くなり脆性破壊を起こしやすくな

る。当所においては、原子炉構造用鋼の動的破壊靱性

評価に関する研究を実施するために、昭和50年頃から

回転円板式高速衝撃試験装置および20/100トン高速引

張試験装置を整備して動的破壊靱性試験を行い、鋼材

の動的破壊靱性に及ぼす温度およびひずみ速度の影響

を一元的に評価する手法(II,(2を提案した。動的破壊

靱性評価試験法は、 ASTM E399-1983(3)に規定され

たあと、 BS6729 : 1987叫こおいても規格化された。

しかしながら、高ひずみ速度領域までの試験について

は取り扱われておらず、簡便な試験方法も含めて種々

の検討がなされている C9

本研究では、種々の構造用鋼の動的強度および動的

破壊靱性試験を行い、評価法の普遍性を検討するとと

もに、動的破壊靱性試験法について検討した。

2.動的強度特性

2. 1 高ひずみ速度下における動的強度特性

構造用鋼の降伏応力や引張強さ等の強度特性は、温

度およびひずみ速度に依存することが知られている。

降伏応力 (<J¥') のひずみ速度および温度との関係は、

ひずみ速度・温度効果指数 (R) を用いて (1)式およ

び(2)式で表せることを示しだり）

び＼＇＝ a0+a1exp (aR) (l) 

R=TK•ln (A.i) (2) 

ここに、 T！くは絶対温度、 eはひずみ速度、 Aは速

度過程論にもとずく頻度係数(=10冦ec 1)、(}'0'

り］， aは材料定数であるが aoは内部摩擦力に対応す

るものである。

本研究ではこれまでに得られた結果を含め、多くの

構造用材料について高ひずみ速度負荷による引張試験

を実施し、 (1)および(2)式の妥当性を検討(5)した。試

験を行った材料の化学成分および機械的性質を第 1表

に示す。 No.1,2,6は50キロ級高張力鋼 (Tl¥1:CP鋼）、

No.3は80キロ級調質型高張力鋼、 No.4, No.5は原―f炉

用調質型低合金鋼、 No.7,8,9はそれぞれ圧力容器用

軟鋼、調質型70キロ級および80キロ級低合金鋼である。

No.IOはプレストレス・コンクリート用 PC鋼棒，また

No.11, 12はそれぞれ純チタンおよびチタン合金である，一，

試験片の形状寸法は、第 1図に示すように 3種類とし

たが、供試材との対応は後述の第 2表に示す，―:,

試験は20/100トン高速引張試験装置(6)を使用し、試

験条件は油圧シリンダの変位速度で0.01----1 m/secの

範囲で実施した。なお、 No.11,12のチダン材について

は、回転円板式の衝撃引張試験装置(7)で2----30ml sec 

の範囲で試験した。ひずみ速度 (e) は弾性域におけ

る荷重一時間線図の降伏する直前の勾配から (3)式に

よって求めた。

e = U E =1,  E A (A P, At) （3) 

ここに， Eはヤング率、 Aは断面積、 b.P b.tは

荷重―時間線図の勾配である。

この方法で得られたひずみ速度は、試験片表面に貼付

したひずみゲージで計測した値とほぼ一致した。

(1)式から降伏応力とひずみ速度・温度効果指数と

の間には次式で示す線形関係が得られる。

第 1表 供試材の化学成分および機械的性質

No. 
Material t C Si 血 p s Ni Cr Mo cu Nb Ti oy /mm O2 U 

Code (mm) (kgf)  

1 XE36 75 .06.11 1.38.009.001.86 • 30. 012. 016 37.5 53.9 

2 KE36 40 .08.18 1.44.009.002 41. 5 54.5 

3 HT80 25 .11.26 .85.010.003.75.46.45.17.04*.001** 82 86 

4 A533Bl 125 .16.26 1.35.004.001.65.15.52 53.2 66.8 

5 ASOB-3 300 .18.25 l.45.004.002.94.18.52.Ol.002* 51 64 

6 KE36 40 .07.26 1.35.011.003.14.01 .14.016.008 45 56 

7 A212B l00 .25.20 .62.020.oll 32.0 5l.6 

8 A543-l 75 .13.35 .32.010.010 3.10 1.15.45 60.6 73.5 

， A542-l 75 .13.30 .53.017.025 2.40 LOO 63.8 80.2 

10 PC-Bar 9.2 ¢ (143.5) (148.2) 

Fe N 

゜
H Ti 

11 Ti(KS50)30 令 • 010. 001.15(1. 0010 Re (43) 52 

12 Ti6入l4V30 ¢ 93.8 100.6 

(188) (Note * : V, * * : B) 
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第 1図 丸棒引張試験片の形状寸法

第2表 (1)式における材料定敷および相関係款

No. 
Spec. 
Type 

l

2

3

4

5

6

6

7

8

 

Al 

Al 

Al 

Al 

Al 

Al 

A2 

A2 
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o. 01 -a Y
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6
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．
．
．
．
．
．
．
．
．
 

9

7

8

8

6

5

1

0

7

 

7

2

7

9

4

2

1

2

9

 

l

l

l

l

l

 

3

8

7

2

1

7

2

8

0

 

••••••••. 3

5

5

1

9

9

5

6

6

 

3

3

7

5

4

3

3

2

5

 

9 A2 -4 4. 8 131. 19 3. 8 3 4 

10 C 125.0 141.79 3.201 

11 B 23.5 165.46 3.365 

12 B 76.9 590.00 7.466 

1 0 g ((J \•一 rJo)= 1 O g O'1+PR 

.984 

.803 

.959 

.894 

(4) 

ただし， /3=alog(c) である，—-＇

各供試村で得られた試験デー々が対数正規分布すると

仮定し、 (4)式の直線相関を最小自乗法によって求め

た，ただし、各供試村の内部摩擦力は不明であるため、

ここては静的降伏Iむ力を参照して (4)式における相閂

係牧が骰大となるときの値としてり。を求めた，得ら

れた材料定敦 （fo， (11, (tおよび相関係数 (r)を第

2表に示す，ー，これらの rは0.994------0.803の範囲にあり、

(4)式による近似には強い匝線相関があることを示し

ている．）

村料定敦 a・ はその絶対値が大きい程、温度およびひ

ずみ速度に大きく依存し、温度の低―ドあるしヽはひずみ

速度が増大する程、降伏応力が上昇することを示して

いる，:, (1)式における (1¥はひずみ速度および温度に

依存しない応力と依存する応力の和であり、び］はそ

の依存性の大きさを示しているe，第 2図に種々の圧延

鋼材について、ひずみ速度・温度効果指薮(R)を横軸

にとり、試験で得られた降伏応力を縦軸にとって示し

た，：，区］中の実紺は第 2表に示した値を(1)式に代入し

て得られた相関曲線である，ー，その他の供試材およびア

ルミニュウム合金181についても降伏応））は(1)、（2)式

で表すことができることを確認した，ー，

以上、各種の鋼材および非鉄金属村料について種々

のひずみ速度および温度を変えた強度試験を行い、降

伏応力に及ぼすひずみ速度・温度効果指数Rの影響を

検討しにその結果、降伏応力と Rには強い相関が得

られ、 (1)式から降伏応））を比較的簡便に推定できる

ことが分かった、ー，今後、引張強さや仲びなどの強度特

性についてもさらに検討し，材料の強度特性に関係す

る他の村料定数との関係等についても明かにする必要

があると考える，：＇

2. 2 溶接継手の強度特性に及ほす負荷速度の影響

綱材の溶接継手部では、溶接全属の強度は母材の強

度より高く、熱影響部は材料および溶接条件によって

は軟化域が生じるなど、余盛り等の形状的な不連続部

に加えて強度的な不連続部が形成されるぅ溶接継手に

外りが作用した場合、隣接する強度的下連続部の変形

拘束等の影響で複雑な変形挙動を示す，従って、衝蛤

的な荷重を受ける溶接構造物の強度評価を行うために

は、高ひずみ速度下での影薯度を調べることが必要で

ある，これまでに、突き合わせ溶接絹手の溶接線直交

方向の強度特性に及ぼす負荷速度の影替を調ズた(91の

にり 1き続き、溶接線方向の強度特性を調べ：だ101.）

供試材は、板厚40111111の50キロ級高張力鋼 (KE36,

TlVICP鋼）でその化学成分および機械的性質は第 1

表のNo.6に示したものである，―,箔接絹手は第 3表に示

す浴接条件で、 X開先による片側4層のサブマージアー

ク溶接で製作した，—,

今回（乍製した継手の溶接条件が既報＇，＇と若干異なっ

たため、溶接笠属については第 3図(a)にぷす形状の

丸棒試検片で引張強度特性を調べた，溶接継手試験片

の形状、r法は第 3図(b)に示すように、平行部幅 (W)

が50111111で，板厚(t)が20nunの試験片と、 WがlOOnm1で t

がlOnunの試験片の 2種類とした,-，溶接線直交方向の強

度特性を調ミるための試験片は、 W=50nunで t=5,25 

(189) 
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第3表 KE36材溶接継手の溶接条件

溶接法 SAW  (K X法）

溶接材料 フラックス 川鉄 KB-110, ワイヤー KW-36 4. 8 ¢ 

開先形状 板厚

(mm) 

ワイヤー径

(mm) 

側 パス

No  

電流

(A) 

電圧

(V) 

速度

(cm/min) 

4 0 4. 
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IIlillとし、板厚の影薯を調べた。各試験片は溶接継手か

ら機械加tにより製作し、平行部の表裏に、長さ方向

5呻ピッチ、幅方向lOnllllピッチのけがき線を入れ、破

断伸びを計測した。また、試験片の表裏にひずみゲー

ジを貼付し、試験片のひずみ挙動を計測した。試験は

20/100トン高速引張試験装置で行った。継手試験片の

引張試験速度はアクチュエータの変位速度で、 0.01

血／sec（静的試験）、 1 nllll/secおよび100（または1000)

IIlln/sec（高速試験）の 3条件としたCI

丸棒引張試験による母材及び溶接金属の強度特性(9)

を第 4表に示す。溶接金属試験片のひずみ速度が

(190) 

2.62 X 10―3sec 1(＊印）は今回の追加試験結果であ

る。材料の降伏応力 ((j¥') とひずみ速度・温度効果

指数(R)との関係を示す材料定数も併せて示した。溶

接継手近傍でビッカース砺度を調べた結果では、母材

と溶接金属の硬度はほぼ等しく、熱影響部の硬度低下

は最大約24％であっだ10)。

溶接線直交方向の降伏応力に及ぼす負荷速度の影響

を調べた結果を第4図に示す。溶接継手の降伏応力の

ひずみ速度依存性は、第4表をもとに下側曲線で示し

た母材の降伏応力のひずみ速度依存性とほぼ等しく、

板厚差の影響が府干でた。試験時の試験片各部のひず
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(a) 丸棒試験片
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(I,),11ほ晶手試験片

第3図 溶接継手試験片の形状寸法

o
c
 

み挙動は、試験片が降伏しだしてから、溶接金属の変

形が減少あるいはほとんど停止するのに対し、ボンド

部で変形が急激に増大しひずみ速度も急上昇する。初

期弾性変形時、降伏開始時および全断面塑性変形時に

継手各部のひずみ速度を求め、降伏応力を推定したが、

継手の降伏応力と比較的よく一致し、継手の変形挙動

を説明できた。

溶接線方向の降伏応力に及ぼす負荷速度の影響を調

べた結果を第 5図に示す。 Wが100mmの結果を●印で、

50国の結果を◆印で示す。母材および溶接金属の降伏

点につハては第4表の材料定数を用いて計算した結果

をそれぞれ実線で示した。図に示した破線は(5)式を

用いて推定したもので、実験結果を比較的良く説明す

ることができた。

(J1'=(J ¥＇b • R h + a Yw•Rw (5) 

□2 9 

ここに、グ Ybはひずみ速度を考慮した母材の降伏

点、 Rbは母材面積の全断面積に対する割合、 aYwは

溶接金属の降伏点、 Rwは溶接金属面積の全断面稽に

対する割合である。

(5)式は、舟材および溶接金属の応}]ーひずみ関係を

完全弾塑性とし、継手試験片の溶接線直交方向の横断

第4表 KE36材および溶接金属の強度特性

試験片
歪み速度 降伏点 引張強さ 強度定数

1/sec kgf／国m2 kgf/mm 2 60 <1 l a 

4.46xl0 -5 41.9 53. 1 

母材 4.55xl0―3 43. 1 54.6 
39.7 125 -5.07 

xlO -4 

7.42 48.7 59.4 

5.44x10 -5 53.3 60.6 

溶接金属 2＊ . 62xl0 -3 52.7 59.9 40,, 1 5 l.6 -l.9 l 
xlO -4 

7.04 54.6 65.5 
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溶接線方向の応カーひずみ関係に及ほす
残留応力の効果

面で均ーな変形挙動を示すと仮定し、母材および溶接

企属断面が全て降伏した時点で継手試験片が降伏する

ものとして求めたものである。溶接継手試験片の残留

応り分布が自己平衡刑である場合は、降伏応力ヘの残

留応｝］の寄与は無いが、残留応力が仔在することによ

り継手全体として降伏する以前に局所的な降伏が始ま

るし，継手試験片を完全弾塑性モデルと仮定すると、局

所的に降伏した部分の応}]増加が見込めなくなり、弾

性域にある部分の応力負担分が公称応力よりも大きく

なるへ降伏部のひずみは、弾性域の変形に拘束され、

弾性域のひずみと同じになるため、継手断面のひずみ

は弾性域のひずみに支配される，，そのため応カーひず

みの直線関係がくずれ、ひずみの増加率が大きくなる

ことが推測される，:,そこで計測した残留応力値をもと

(192) 

に、幅50暉と 100n皿の試験片それぞれについて曲線近

似でモデル化した残留応力と荷重の計測デー々から継

手試験片断面の平均的なひずみ挙動を推定した， No.2

試験片（幅50nun) およびNo.5試験片（幅lOOnm1) につ

いての結果を第 6図に示す。実線は荷頂の計測値から

計算した公称応力と中央断面に貼付したひずみゲージ

の計測値を平均したひずみとの関係 (gauge) 、点線

は公称応力と残留応力分布を考慮した中央断面におけ

るひずみの推定値との関係 (cal) 、破線は公称応）］

と公称応力をヤング率で割ったひずみとの関係 (a/El

であな推定値はひずみゲージの計測値と比較的よく

あった挙動を示しており、試験片幅が大きいNo.5試験

片は残留応力も大きいため、絹手の降伏点におけるひ

ずみが大きくなっている。

以上、溶接継手試験片の強度特性に及ぼす負荷速度

の影響を調べ、降伏応）Jは母材および溶接金属の降伏

応力のひずみ速度依存性と継手部材の構成比率から推

定できることを明らかにした。今後、引張強さおよび

伸びについても検討したい3

3.動的破壊靱性

3. 1 高ひずみ速度下における動的破壊靱性

構造用材料の破壊靱性は温度およびひずみ速度に依

存することが知られており、高ひずみ速度下の動的強

度特性については、ひずみ速度・温度効果指数を用い

て広範囲の鋼材の降伏応力を比較的簡便に推定するこ

とができだ51，ーー，しかし、動的破壊靱性については、ひ

ずみ速度・温度効果指数のみでは統一的な説明がF可

能であっだい

本研究では、数種の構造用鋼村を用いて高ひずみ速

度下で動的破壊靱性試験を行い、ひずみ速度の依存性

について検討しだ叫

試験には、第 1表に示したNo.7のA212Bfi:カ容器軟

鋼、 No.8のA543-lおよびNo.9のA542-l圧り容器用調

質型高張力鋼である。供試材板厚は75-------IOOnunで、そ

れぞれの供試材の板厚中心部から第 7図に示すCT試

験片 (2CT) を採取した，試験片の切欠先端には、

ASTl¥lI E-399規格 3) に準拠して疲労予き裂を挿入し

た，う

試験には20/100トン高速引張試験装置かを使用し、

油圧シリンダの変位速度で0.015n皿／sec、 2nun/sec、

0.5あるいは 1m/secの 3負荷速度条件及びー120-------50

℃の温度範囲で破壊靱性試験を実施した，荷菫は試験

片を取り付けるチャックのロッド部に配したロードセ

ルで、試験片の開口変位はクリップゲージまたは非接

触光学式変位計でそれぞれ計測した，9

供試材の降伏応力のひずみ速度と温度の影薯を示す

び 0、 (.J Iおよび aはそれぞれ第 2表 (No.7,8,9)

に示したとおりである。

破壊靱性試験におけるA212B鋼の結果を、破壊靱性
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第7図 破壊靱性試験片 (CT) の形状寸法
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Loading Role 2mm/s 

O: A212B 

△: A5“ 

□: A543 
1.o,-

0 1 : 

0.011:-

99,1, 1,  1,  1,  9., • I 

-11¥〇ー120 -100 -ao -so -40 -20 o 

Test Temperature (• C) 

供試材の限界開口変位の比較 (2mm/sec) 

, 1,  1,  1 

20 ム0 60 

値(K1cCJ)）値については第 8図に、限界きれつ開

口変位(0C)については第 9図にそれぞれ示す。また、

供試材 3鋼種の比較を、負荷速度 2mm/secの場合につ

いて、第10図及び第11図に示す。 KIC (J)は(6)およ

び(7)式、 0Cは(8)および(9)式によって計算した。

K1c(J) =(d  
1 -l,! 2 

(6) 

2 
J d = 。

B。b

｛ 
(1-a) a (1-2 a-aり

u+ 
(1 + aり (1+ aり2

(7) 

(p /). p―U) } 

ここに、 a=✓ (a~ -2(a/b+l/2)、

b =1W-a 

Wは試験片の幅(125n1!Il)、Bは板厚(25mm)、 aはき裂

長さ（約47mm)である。

Uは荷重(P)と荷重点変位（△いから求めたエネルギー、

(193) 
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Eはヤング率(21000kgf/ ni')、

である。

レはポア ‘Jン比(0.3)

(1 -).I 2) I燿 0.4(W-a)Vr
o C= ＋ 

2 Ea  y 0.4(W-a) +a+Z 
(8) 

P、/ a 
KI d= 

B • W 
f (r) 

ここに、 a¥'は試験温度とひずみ速度における降伏

応力で(1)式で求める。 V叶よ荷重ー計測開口変位(Vい
曲線における荷重点変位の塑性成分、 Zは荷重点から

開口変位計測位置までの距離である() r = a w、f
(r)は次式から求めた。

(9) 

f (r)=29.6-185.5r +655.7r2-1017r3+632.7r 4 

(10) 

第8図及び第 9図から、負荷速度が速くなると破壊

靱性値の遷移曲線が高温側に移行して、破壊靱性値お

よび限界き裂開口変位は減少することがわかる。き裂

開口変位から試験片き裂先端のひずみ速度(e)を、試

験温度にき裂先端での塑性変形による温度上昇を考慮

しだ直度(Tいをそれぞれ求め、 (2)式を用いてひず

み速度・温度効果指数(R)を得る。破壊靱性値と Rの

関係を第12図に示す。荷重速度で破壊靱性値と Rの関

係が異なり、破壊靱性値に対するひずみ速度と温度の

影響をRによって表すことができない。

第 8図において、実験点をKIc(J)が200,300およ

び400kgf/mm―3,2の 3つのレベルに分け、それぞれのひ

ずみ速度と試験温度の逆数 1 TKの関係を求めると

第13図が得られる。図に直線で示したように、 KIC 

(J)の各レベルで、ひずみ速度はアレニュウス型の温

度依存性を示す。それぞれの直線を延長すると、横軸

1 T Kが3.0X 10―3 (O K l〉、縦軸 eが108で示す点

でほぼ交わる。交点より低い温度領域では、ある温度

での破壊靱性値はひずみ速度が大きくなると低下し、

あるひずみ速度の破壊靱性値は温度が低くなると低下

すると言う試験結果と一致する。交点の温度は破壊靱

性値、ひずみ速度及び温度の統一的関係を示す上限温

度とみなすことができる。また、交点の温度は約60℃

であり、脆性から延性へ破壊モードが変化する温度に

ほぼ対応していだ叫

第13図の交点の温度(TK 0)を用いて、ひずみ速度・

温度効果指数の修正値(Rref)を(11)、（ 12)式で計算

し、試験結果を整理し直すと第14図が得られる。図に

示すように、 R refを用いると、破壊靱性値に対する

ひずみ速度と温度の依存性を 1本の曲線で示すことが

できることが分かる。
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3. 2 動的破壊靱性試験法の標準化

動的破壊靱性試験法については、 ASTME-399131 

に高速荷重域での平面ひずみ破壊靱性値(KIC)を求

めるための要求事項が、また、 BS672914)に1<mおよ

び弾塑性破壊靱性値(6(:）を求める方法が示されてい

る。しかし、これらの基準は、試験法や荷重負荷速度

に対する制限を設けており、任意の負荷速度に対応し

た材料設計が可能な破壊靱性値を求められるわけでは

ない。そこで、 20/100トン大型高速引張試験装置によ

る動的破壊靱性試験に関する試験結果を甚に動的破壊

靱性試験法及び評価法について検討した(]2)0 

動的破壊靱性試験には、通常、落重試験機、計装化

シャルピー試験機あるいは油圧制御式試験機が用いら

れている。落重試験機は大きな慣性エネルギーが比較

的簡単に得られるために大型試験片を用いた試験が可

能で、これまでにも動的破壊現象の解明や破壊靱性評

価法の確立に寄与してきた。計装化シャルピー試験機

は、打撃八ンマーにひずみゲージと変位センサーを取

り付けて荷重、変位の計測を可能にしたものである。

油圧制御式試験機は、中低速域試験は油圧サーボ制御

機構（クローズドループ油圧制御）で行い、高速域は

ガス蓄圧器に蓄えた作動油を一気にアクチュエータに

送り込む（オープンループ油圧制御）ものである。

破壊靱性試験に用いられる代表的な試験片を第15図

に示す，：，（a）はコンパクトテンション (CT)試験片、

(b)は 3点曲げ試験片で、いずれも形状寸法が基準化

されている，：，（C）は標準シャルピー試験片に疲労予き

裂をつけたもので、 BS6729準拠試験及び計装化シャ

ルビー試験で用いられる。

破壊靱性値は試験片に作用する荷重と荷重点変位ま

たはき裂開口変位を計測して求めるが、高速負荷時に

ば慣性力による振動が重畳した波形が計測され、破壊

靱性値評価の精度が問題となる。第16図に20/100トン

高速引張試験装置で3CT試験片（幅75nm1)を用いて行っ

た負荷速度 2m/sec（破断時間1.2ミリ秒）の荷重、開口

変位 (l¥llouthCOD)およびひずみの計測（ダ戸を示す，：＇

荷重負荷側ロッドで計測した荷重(Pいにはき裂発生

まで振動がみられないが、これより早い負荷速度では

振動が重僻した波形が計測された，ー，計測波形の振動は、

試験槻の剛性、試験片の形状寸法、荷重および変位セ

ンサーの形状寸法と取り付け位置等に影讐される。

ASTl¥11 E399は落重試験や計装化シャルピー試験のよ

うな衝撃的荷重負荷試験を認めておらず、試験片の破

壊発生までの負荷時間を 1ミ1)秒以上としている c,

BS 6729には試験機の制限は無いが、電気的なフィル

タを認めていないので試験法が限定される。降伏点以

下の低応力の破壊(Kぃ試験）については負荷系の剛

性と試験片のサイズ等を考えで慣性力振動の少ない試

験法を選択する必要I13)があるが、弾塑性破壊領域に

ついては計測波形のフィルダ l)ングあるいは平滑を行っ

(a)CT Specimen 

ロLoad Ing Span= S 

(b) 3-Point Bend Specimen 

且]
(c) Pre-Fatigue Cracked Charpy Specimen 

第15図 破壊靱性試験片の形状寸法
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第16図 動的破壊靱性試験における荷重、開口変
位およびひずみの計測例
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ても問題がないl]~I, l)fi¥, 

荷重及び変位を計測、記録する機器の電気・機械的

特性を考慮する必要があるが、最近は周波数特性の良

いアンプ及び高い分解能の高速デジ勺ルメモリーが普

及しているので問題はないと考える，＿，さらに、パッコ

ンの普及で計測波形のフイルタリングや平滑化及び破

壊靱性値の評価が簡単にできるようになった。

動的破壊靱性値の評価法については、弾性域の破壊

靱性（直(Kいは例えば(9)式で求めるが、 ASTNIE399 

ではKdの時間変化K<l =2. 75MPam0・・5/sect-J上は動

的破壊靱性値とされ、 BS6729にはIい＝105 Nnuu-1.5 / 
sec(3, 160MPam0・5 /sec)の上限があな弾塑性破壊靱

性値について、き裂先端の開口変位(CTOD、dいは(8)

式で、試験片のき裂先端を含む領域の変形エネルギー

(J積分、 Jc)は(13)式で評価されるが、BS6729に

o C <150n皿／secの制限がある。

Jc 
Kc2(l-1,1判 (2+ O. 522 r l U P 

＋ 
E B(W-a) 

(13) 

ここに、 Wは試験片の幅、 Bは板厚、 aはき裂長さ、

Eはヤング率、レはポア‘)ン比である。 I心は(9)式

のKdをI心と読み換え、 Upは荷重ー荷重点変位で囲

まれる面積の塑性成分とするて9

20/100トン大型高速引張試験装慨で 1CT（幅25111111)'
2 CT(50nlln), 3 CT(75nlln)試験片を用いて原子炉圧力

容器用鋼材(A533B)の動的破壊靱性を調べた結果(1を

第17図に示す．っ図中＊印のプロットは弾塑性破壊を示

したもので、これらについては荷重ー荷重点変位で囲

まれる面積から J値を計算し (9)式によって KId (J) 

値に換算したものである。 K与4.25• 105 kgfn1111 1.5/sec 
(1.4•1が MPam0··5/sec) の高速域の結果であるが、試

験片の寸法が大きいほど遷移曲線は高温側に約10℃程

度移行している，う低速域の試験では試験寸法による差

は認められなかった，3

第18図にA533B材のCT試験、 3点曲げ試験(3PBl
および計装化シャルビー試験(IPC)の比較I16)を示す，J

全てK=l06オーダの試験であるが、計装化シャルピー

試験の結果は低温側で最も低めの値を示し、原子炉圧

力容器の鋼材に要求されるASME規格のKII{（直に等

しくなっているが、高温側では高めの値で急激な温度

依存性を示しているrjit装化シャルピー試験は平面ひ

ずみ破壊靱性値を求めるには簡便な方法であるが、高

温域における弾塑性破壊靱性値評価については試験片

寸法が充分でないと考えられる。弾塑性破壊の試験法

及び評価法についても検討が加えられており i171、今

後の発展が望まれるっ

3.1で述べたように、破壊靱性については温度およ

びひずみ速度の依存性を統一的に表す方法として、ひ

ずみ速度・温度効果指数の利用を提案11)し、若千の修

正を加えた簡便法II]を示した。き裂先端のひずみ速

(196) 

度（と）および試験温度(Tいとひずみ速度・温度効果

指数の修正（直(Rrer)の関係は(11)、（12)式で得られ

た。任意に選択した破壊靱性値レベルKl, K2, K3 

(Kl<K2<K3)についてlog(i)と 1/Thの関係を

とると第19図の左に示すように直線関係が得られ、ほ

ぼA点(1/ T Ko, log(lOり）で交わる横軸の 1/TK

を 1/TEoシフトした 1/ T I¥ r e f ((12)式）を用し＼ると

Kl, K2, K3の直線の勾配a1, a 2, a 3は図中にぷ

す式で求められる。これを(11)式に代入すると R ref 

の値が得られ、図の右側に示すような関係が得られる，:,
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1800 

1600 

缶CT-Spec. (Tens.Rote). K1 (kgf•mm1/ sec) 
o: lCT (1 m/s), t...25)(105 
△ :2 CT (2 m/s). I... 5 2 x 1 05 

◊ :3 CT I 2 m/s). t... 77 x 1 a5 

0

0

0

0

0

 

゜
6
 

0

0

0

0

 

L

2

0

8

 

ー

1

1

（ぶ眉．団ー（「一塁
J
O

P
l
)
{
 

l.00 

200 

1400 

瑯

l
O
o
l
O
O

匹

9
0
0
8
0
0
7
0
0
6
0
0
S
O
O

ゆ

3
0
0
2
0
0
i
o
O

l

l

`

ム

p
 I 

ー昌↑
6)1)

}I 

s
s
a
u
4
6
n
o
1
 a
J
n
p
t
u
:
1
 
::>rWt?ui<o 

s
.
-

／ 

/ 
／ 

‘’ 
，，， ，， 

，，， ，，， 

一
” ’‘ 

--べ~

一--一一-------------------

晶。 -100 -80 -60 -l,0 -20 
Test Temp.（゚C)

CT試験片による寸法効果第17図 ゜
20 

K,._ 1 0 ． 
kgf111111 

-1. 5 /9 

0

0

 0

0

 

8
 

0

8

0

 

0

鬱

8
C
8

喰

0

0

0
0
0
0
 

゜

・゚

R
 

ーk 
年ー

s
 

0

A

 

ヽ

。

゜

o

o

e

6

0

8

・

 

8

心
vo¥.‘

賃
書
8

0

c
 e

d
g
-

t
 

r
 

e
 

＞
 

n
 ゚

c
 

第18図

)00 

l,0 

08 

(
s
・
o
e
-
C
d
W
)
 

">l 

。。
4
 

s
s
a
u
4
6
n
o
1
 
a
J
n
p
t
?
J
:
f
 
:>!ureu,.;o 

0

0

 

0

0

 

2

、▲

-100 -80 -60 -◄ O -20 0 20 ~O 60 80 100 

Temperature T-RTNor （℃） 

各種試験法による靱性値の比較



船舶技術研究所報告第32巻第4号 （平成 7年）総合報告 25 

1 Tいの物理的意味は明確でないが、脆性的な破

壊を示す限界温度に対応するものと考えている，:,ここ

では、き裂先端のひずみ速度はき裂先端開口変位から

推定し、試験温度はき裂先端の塑性変形による温度上

昇の補lEを行っている。原子炉材料(A212B, A533B l 

及び構造用綱(Tl¥!ICP)について求めた破壊靱性値と

R refの関係を第20図に示す。

豊貞らは、き裂先端の芝軸応力拘束が最も高くなる

領域IDNZ(lntenselyDeformed Nonlinear Zone)を

仮定(2)し、この領域の温度上昇(181およびひずみ速度(191

がほぼ外ごになることを示し、動的破壊靱性値を統-

的に説明できるとしているが、 Rの値が 1桁小さくなっ

ているJ この点に関しては今後の検討課題としたい＿’

スラミングやスロッシングによる船体構造部材のひ

ずみ速度は第 5表に示すように、静的破壊靱性試験よ

り1-------2桁、氷海商船や北面向け海洋構造物が流氷等と

衝突する速度は 3~4桁速くなる (2)。船舶の衝突や航

空機の着陸時に受ける衝撃によるひずみ速度は 5桁程

度速くなるとされている II 7)，ー，前者については、

ASTl:VI E399あるいはBS6729に示された手法で動的

破壊靱性値を求め、適切な材料設計が可能であるが、

大型の試験片及び高価な試験機が必要である。後者に

ついては、慣性力による計測波形の振動の除去が必要

で、基準に適合しないつまた、セラミック等の脆性村

a ! I og (と／8）"a/Tkref
1/Tk『ef=l/Tk-1/TkO

•<,.) 

6
0
 

I/ Tko 

1/Tk 

，
 

:,:: 

Rref=-a ・ In 10 
a=I n 10 

K2 

K3 

R ref 

第19図 ひずみ速度・温度効果指敷の概略

-a3・a 

料については小型試験片となるため計装化シャルピー

試験が適しており、計測波形の振動除去が必要であるい

以上、動的破壊靱性試験についての現行甚準および

当所における破壊靱性試験について検討した結果を第

6表に示す，：，今後、以下の項目をさらに検討すること

を標準化に対する提案としたい3

(1)荷重および変位計測波形への有効的なフィルタリ

ング及び平滑化の活用。

(2)仏範囲の温度および負荷速度領域の試験デー々の

集積と解析による効率的な試験法の選択_)

(3)ひずみ速度・温度効果指教の高精度化による簡易

試験法の確立。

(4)各種試験法の相関式についての有効性の検討と、

動的破壊靱性値推定法の確立3

4.不安定延性破壊挙動

4. 1 内圧衝撃試験装置の整備

原寸”・炉圧力容器および一次系配管類は、通常運転時

における過渡現象あるいは重大事故時において、機械

的あるいは熱的な衝撃内圧荷重を受けることが予想さ

れるし，このような衝撃的な動的圧力を発生できる内圧

11()00 
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＾ 400 
← 
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第20図 破壊靱性値とひずみ速度・温度効果指数の関係

第5表 動的破壊靱性試験速度と構造物が受けるひずみ速度の関係

試験速度(m/s) 1 0 -4 1 0 -3 1 0-2 2 1 0 1 0 6 

ひずみ速度 l o -5 1 0 -4 l o -3 1 0 -l 1 1 0 5 

K(Nmm―1. 5/s) 1 0 2 1 0 3 1 0 4 1 0 6 1 0 7 1 0 1 2 

部 点ュ 静 船 船 船航 弾
材 け 的 ス 体 ス 舶流 舶空 丸
． る 破 ロ 構 フ . 氷 の機 を
構 何9 9 壊 ッ ・造 ヽ̀  海 と 衝の 戸又ヽ

造 重 試 シ 部 ン 洋の 突着 け

物 の 験 ン 材 グ 構衝 陸 る

等 種 グ 造突 兵
が 類 物 器
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第 6表 動的破壊靱性試験の基準および船研(SRI)における試験の比較

項 目 ASTM E-399 BS 6792 SRI TEST I 

評価靭性値 K IC K IC, o c K r. 6 c 

試験片 CT. 3P-Bend 3P-Bend, CT CT 

粒fき翻きツャルt・-

試験機 サーが Jソトo-:,式 規定無し 90ース`‘／j-7゚ソルー7゚式

油圧制御試験機 油圧制御試験腹

ロードセル 要応答特性 要応答特性 試験片近傍に設匠

（高剛性・低質量）

変位計測器 クリップゲージ クリップゲージ クリップゲージ

光学式非接触変位計

荷重負荷速度

K1c/t(Nm11-1. 6/s) 〉8'7 80~ 106 80~107 

o c/t(mm/s) H50 

フィルタリング 〉20/tkHz 使用不可 使Jllする

荷重ー変位記録 o. 5¥t7セ7卜うイ1内 O. 5U7セ7卜うイソ内 未検討

荷重一時間記録 規定無し 0. 5%i7セ，卜うイソ内 未検討

変位一時間記録 規定無し O. 5U7セ1卜うイソ内 未検討

f......................-•一．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ー·-••一••••••••一•••••••一•••一．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．一••••••い．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．＂•一••： 

l 
： 

装置本体 l 
;••••一•".....................-................................"................～•••—••••一-···--········

； l 制御装置 i
： ： ： l 

一試験室
l デジタル圧力

l 表示器 ； 
； 圧力増幅器 ！ 

： 
； ； 

i't:___, I I i 
i I 11 l I i 

! I芦ば誓廿→＆吋巧悶：サ；ポ

11~111 II 
.......～•-·-••••-···•··•.........................”...～••___,_十●●●●●●＿．．．．．—••••••一；

I 
I □三］ 変位増幅器

l i ;．．o..............＂-................＂......”.............._．．-··””.........～•••••…••••••一•••••••O◆.........-···········j

循環油圧源

第21図 内圧衝撃試験装置のシステム系統図

衝撃試験装置を製作設置し、配管材を試験体とした繰

返し内圧試験及び内圧衝撃試験等による配管の不安定

延性破壊挙動について検討することとした。内圧衝撃

試験装置の整備に関しては、平成元年度より製l乍に着

手し、制御装置、装置本体を順次整備し、平成4年度

に20/100トン高速引張試験装置の油圧源との配管接続

工事を行い設置を完了した

4. 2 内圧衝撃試験特性

内圧衝撃試験装置の整備終了にともない、配管試験

体にひずみゲージを貼付し、静的圧力負荷試験で圧力

(198) 

とひずみの関係、圧力と応力の関係および試験体の長

さ方向の応力分布を、また、動的圧力負荷試験で圧力

およびひずみの波形を調べた。

内圧衝撃試験装置のシステム系統図を第21図に示す。

本装置は、油圧源から供給される一次系油圧力(210

kgf I cm2)をサーボ増圧器で増圧し、配管試験体に630

kgf /cnf (61. 74MPa)までの内圧を衝撃的な台形波(SA

E波）および鋭いピークをもつ衝撃波(JIS波）の形で負

荷できる。さらに、静的負荷及び正弦波と三角波の繰

り返し試験も可能である。負荷条件の設定および圧力、

シリンダー変位などのモニターは制御装置で行い、破
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壊時の油の飛散などを防ぐために試験体は試験室に格

納して試験する。

供試試験体は圧力配管用炭素鋼管 ((JISG 3454, 

STPG38, 6BSch80（外径165.2mm、厚さ11mm)）を用い、

長さ616mmの両端にヘッドキャップおよびボトムキャッ

プを溶接したものである。試験体表面の第22図に示す

位置にひずみゲージを貼付して軸方向および周方向の

ひずみを計測した。静的圧力負荷試験のひずみ計測に

は静ひずみ計(UCAM-5BT)、動的圧力負荷試験には

動ひずみ計(CDV-230A)とトランジェントメモリー

(ELK-715)を使用した。

静的圧力負荷試験結果

供試体中央位置のNo.5およびNo.6ゲージによる昇圧

過程の圧力とひずみの関係を第23図に示す。両方向の

ひずみとも圧力の上昇に対する直線性はあるが、軸方

向ひずみは周方向ひずみの1/3以下である。同ゲージ

のひずみ値から (14)および(15)式を用いて計算した軸

方向及び周方向応力と圧力の関係を第24図に示す，両

方向のプロットおよび破線で示した中央位置ゲージ

(No. 3, 5, 7, 11およびNo.4, 6, 8, 12)の平均値は昇

圧及び降圧過程の平均値である。図には(16)(17)式に

示す薄肉円筒の応力計算式による軸応力 ((J l) およ

び周応力 ((Jh) をそれぞれ実線で示した。

図から、軸応力は周応力の1/2となり、それぞれ薄

肉円箇の計算式を用いて圧力から計算できるものと考

える。

a l 

<J h 

E
 

(s1+J..1sh) 

(1 - J..I 2) 
(14) 

E
 

(s h +).I S 1) 

(1-).12) 
(15) 

P. r 
if I=  

2 t 
(16) 

P. r 
(Jh= 

t 
(17) 

ここに、び I, € I：軸方向応力およびひずみ、 ah,

S h ：周方向応力およびひずみ、 P:内圧力、 r:管

の外半径、 t：管の厚さ、 E:ヤング率、 1.,1 :ポア ‘J

9/10 3/4 l/2 

卜
2 0 0 2 0 0 

A
 

ーも
Z

・991J 9 0゚ 回転位置

（奇：軸力丸偶数：円司打句）
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第22図 配管試験体寸法とひずみゲージ貼付位置
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ン比。

試験体の長さ方向の分布については、圧力が高くな

ると特に周応j]で管端部の応）］が低くなる傾向がみら

れた。

正弦波形による繰り返し応答特性

正弦波の繰り返し試験は、 1 Hzで平均値および振

幅を変えたシリーズと、平均値および振幅を一定にし

て繰り返し速度を0.1------6.0Hzに変えたシリーズを行っ

て、装置の性能およびひずみ応答特性を調べた，―’

平均圧力を207kgf/cm:、最大圧力を459kgf/m'とし、

繰り返し速度が 1Hzの条件で計測した波形を第25図

に示す，，図の上から｝モカ(Chl)、試験体中央位置 (No.

5,6) の周方向ひずみ(Ch3)、軸方向ひずみ(Ch2)およ

びストローク (Ch4) である，—＇

電圧軸(/DIU)
*1 1 V 

"'2 0.5v 
.,3 0.5v 
.. 4 2v 

SAE波形による衝撃特性

圧力の立ち上がり速度 (T3)0. 01sec、ベース圧力

(PB) 150kgf / cni'の制御装置の条件で計測した SAE波

形を第26図に示す。図に示した波形の上から圧力

(Chl)、周方向ひずみ(Ch3)、軸方向ひずみ(Ch2)で

ある。 T3の計測値は0.04sec、PBは134kgf/呵であっ

た，3

SAE波についてはベース圧カ一定で、立ち上がり

速度を変えた試験を行ったc, ベース圧力が若干低めに

出た。立ち上がり時問については、本装置の性能範囲

W.05------0.2sec)の値を得ることができた。

J I S波形による衝撃特性

圧力の立ち上がり速度(T3 l O. 001 sec、ピーク圧力

(PP l 300kgf I crri',ベースffJJ (PB l 150kgf / cm’の条件で

時問軸(/DIU)
1s I : ： ・ ・ ・..... ・ ・.... -l--・.. ・... ・ ・... +........ ・.... +・... ・......... 1....... ・.. ・.. ・ ・i ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・.. ・ ・ ・ ・ ・.j.. ・ ・.... ・ ・ ・.. ・ ・ 1-.. ・ ・..... ・ ・... ; ・ 

： 

(200) 

ト1EMORY 8k1,.1ord CH1 CH2 CH3 CH4 CHS CH6 CH7 CH8 CH9 
S.CL(JCK 1rn合 R白f·•,IGE
T.DEL白`f＋25?<[lFF:：．ET 

10v 5v 5v 20v 
-50:〈 -25芯ー25?＜ ＋50匁

(a)全体波形（上から、圧力(Ch.1)、周方向ひずみ(Ch.3)、軸方向ひずみ(Ch.2)、ストnーク(Ch.4))

第25図 正弦波の繰り返しによる計測波形

電圧軸(/DIU)
*1 1v 
*2 0.5v 
*3 0.5v 
..4 2v 

時問軸VDIIJ)
500ms 

~!EMORY 8kword 
S.CLOCK 500us 
T. DELAY +25:~ 
SC自LE[ s] 39. !:,rn 

CH 1 CH2 CH3 CH4 CH5 CH6 CH7 CH8 CH9 
R白NGE 10v f:",v 5v 20v 
OFFSET +00え＋00芯＋00芯＋50又：
SC自LE[¥/］ 1. 60 0. 801 0. 801 3. 20 

(b)拡大波形（上から、圧力(Ch.1)、周方向ひずみ(Ch.3)、軸方向ひずみ(Ch.2)) 

第26図 SAE波衝撃試験による計測波形
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計測した JI S 2波形を第27図に示す。図に示した波

形の上から周方向ひずみ(Ch3)、圧）］（Chl)、軸方向

ひずみ(Ch2)である。

JIS波形の試験においてはT3を0.001secに設定した

が、計測値は本装懺の下限値である0.05secに近い値

をった。操り返し試験間隔(T1)および荷重保持時間

(T 2)値とも設定値と計測値がほぼ一致した。ピーク

圧力 (PP)及びベース圧力 (PB) は概ね計測値が設

定値を下まわった，3

応答特性の比較

静的圧力負荷試験、正弦波の繰り返し試験、 SAE

波及びJI S波による衝撃試験で計測した圧力と周方

向ひずみの関係を静的圧力負荷試験の場合と比較した

結果を第28図に示す。図から静的圧力負荷試験と動的

圧）J負荷試験には有意差が認められず、動的圧力負荷

時においても静的圧り負荷時と同じように負荷圧力か

ら薄肉円筒の計算式を用いて軸応力及び周応力を計算

できると考える，：＇

4. 3 不安定延性破壊特性

一次配管系の衝撃内圧荷重による不安定延性破壊挙

動に対する甚礎資料として静的内圧荷重を受ける圧力

容器モデルの破壊強度試験結果(20)を検討した。

軸方向にき裂を有する圧力容器、配管等の円筒型試

験体の破壊強度は、試験体寸法とき裂寸法から定まる

き裂の形状効果係数および構成材の強度特性に依存す

る。軸万向に平行な表面き裂を有する円筒型試験体の

破壊強度 ((Jいは、第29図に示すように材料の流動応

力あるいは切欠きを有する平板の破壊強度（万）との

間に弾朔性破壊挙動を示す場合を含めて (18)式の関係

が得られている (2010

電圧軸VDIU)
*1 1v 
*2 0.2v 
,.3 0.2v 
.. 4 2v 

時間軸(/DIU)
500「fIS

・・・・;・・・: p;・・・・・............................... ; ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(・・・・・・・ 
.．,: I 

9. 
： 
： 

・ ・ ・・・ 1--・ ;. ・. ti.J ・ ・・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・.. ・ ・. ・.. ・............... l・....................................................... 1..・・・・・・: ： : ＼’ 

.．．； ・ • • ; ・ • ![ ¥ ・ •.........................;..................................:......t 

]{ ＼ーニぐ了竺＼
j j J j -·-·-····-··-··--···~----···-1~ ~ j 

i : 1 : : i . i ・ •. lが；• • • •.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．\．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．.七
・ • I. ヽ

： ： ：‘¥ ＾^人9・`ぶ-‘̂≫し上^ J,.,I¥八 ＼ ： 

MEMORY 8kvJord CH1 CH2 CH3 CH4 CHS CH6 CH7 CH8 CH9 
S. CLOCK 500us RANGE 10v 2v 2v 20v 
T.DEL白Y+25ス OFFSET +00公＋00% 十00ス＋50公
SC白LE[sJ41.0m SCALE[v] 3.41 0.682 0.682 6.82 

(b)拡大波形（上から、圧力(Ch.1)、周方向ひずみ(Ch.3)、軸方向ひずみ(Ch.2))

第27図 J I S波衝撃試験による計測波形
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第28図 静的および動的圧力負荷試験による周方
向ひずみの比較
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-a (7 f 
(1+0.14入2)

(18) 

ここに、ぇ＝（ t1/t) • (c ✓ R.) 、 t Iは

切欠き深さ、 Cは切欠き長さの半分、 Rは円尚型試験

体の平均半径 (=(D+t)/2)、Dは円筒型試験

体の内径そして tは板厚である。

これらの結果から、円筒型試験体を構成する材料の

平滑平板試験片を用いて、高ひずみ速度下における強

度特性および破壊靱性値を把握しておけばき裂を有す

る圧力容器あるいは配管等の破壊挙動および強度が推

定できるものと考えられる。

今後、切欠き付き配管試験体に繰り返し荷重を負荷し

て疲労き裂を進展させ、 4.2節で述べた衝撃荷重を負

荷することにより破壊挙動を観察し、不安定破壊特性

を検討する必要がある。

5.第2章のまとめ

原子炉圧力容器用材料および構造要素の健全性を評

価するのに必要な動的強度および動的破壊靱性の評価

法の普遍性を検討した。その結果、

①構造用材料の降伏応力に関しては、ひずみ速度・

温度効果指数を用いて、ひずみ速度と温度の影響

を一元的に評価できることを確認した。

②溶接継手の降伏応力についても、母材および溶接

金属の強度特性とその構成比率から、ひずみ速度・

温度効果指数を用いて、ひずみ速度と温度の影響

を一元的に評価できることを確認した。

③高ひずみ速度下における破壊靱性値については、

き裂先端における塑性ひずみによる温度上昇を考

慮して、ひずみ速度・湿度効果指数を修正すれば、

ひずみ速度と温度の影響を一元的に評価できるこ

とを確認した。

④動的破壊靱性試験法については、構造物が受ける

はば広い速度の衝撃荷重に対する靱性値を得るた

めの方法は現在のところ確立されていない。当所

で行ってきた破壊靱性試験の結果から、現行基準

より高速域での評価も可能であることを確認した。

しかし、以上の結論に加え、今後の課題として、

①引張強度および伸び等の動的強度特性の評価法の

確立、

②簡便的な破壊靱性値評価法の物理的意義付けと精

度確認および破壊靱性試験法の標準化に対するい

くつかの検討が必要である。

「参考文献］

(1)藤井、大熊、川口、塚本：鋼材の動的破壊靱性特

性における温度および歪速度の影響の検討、造船

学会論文集、第158号、 1985.12、pp.619-629.

(2)豊貞、藤井、野原、川口、有持、井坂：破壊靱性

に及ぼすひずみ速度の影響、造船学会論文集、第

161号、 1987.6、pp.343-356.

(3) ASTM E399-90, Standard Test Method for 

Plane-Strain Fracture Toghness of Metallic 

Materials (A. 7 SPECIAL REQUIREMENTS 

代）iRRAPID-WAD PLANE-STRAIN FRACTURE 

TOUGHNESS K1c(t) TESTING) 

(4) BS 6729 : 1987, British Standard Method for 

Determination of the dynamic fracture tougness 

of metalic materials 

(5)牛嶋、北村、小林、藤井：構造材料の強度特性に

及ぼす高ひずみ速度負荷の影響、船研研究発表会

講演集（第57回）、 1991.6、pp.22-27

(6)藤井：船舶技術研究所の動的破壊靱性試験装置に

ついて、日本造船学会誌、第614号、昭和55年8月、

pp.460-465 

(7)溶接工作部、船体構造部：回転円板式高速衝撃試

験装置について、船舶技術研究所報告、第15巻、

第4号、昭和53年7月、 pp.57-79

(8)牛嶋、北村、藤井：アルミニュウム合金の高ひず

み速度下における強度特性について、船研研究発

表会講演集（第61回）、 1993.6,pp.1-5

(9)牛嶋、藤井、大熊、秋山：溶接継手の高速引張試

験結果について、船研研究発表会講演集（第49回）、

1987.6、pp.63-67

(10)牛嶋、高田、前中、藤井：溶接継手の強度特性に

及ぼす負荷速度の影響、船研研究発表会講陣集

（第65回）、 1995.6、pp.141-146

(11)牛嶋、小林、藤井：各種鋼材の動的破壊靱性に関

する検討、船研研究発表会講涸集（第59回）、

1992.5、pp.81-84

(12)前中、秋山、牛嶋、藤井、北村：動的破壊靱性試

験法の標準化について、船研研究発表会講涸集

（第63回）、 1994.6、pp.107-110

(13)藤井、大熊、豊貞：高速破壊靱性試験における作

用荷重について、造船学会論文集、第161号、

1987.6、pp.357-365.

(14)前中、竹本、佐久間：高速衝撃試験における荷重

計測（丸棒の衝撃応答解析）、第39回船舶技術研

究所研究発表会講演集、 1982.5、pp.117-122

(15)前中、佐久問：高速衝撃試験における荷重計測

（実験による検討）、第41回船舶技術研究所研究

発表会講演集、 1983.5、pp.25-29

(16)溶接協会原子力研究委員会、原子炉圧力容器超厚

(202) 



船舶技術研究所報告第32巻第4号 （平成 7年）総合報告 31 

板鋼材の安全性に関する試験研究成果報告書 (III)

1983-12 

(17)小林、破壊靱性評価の問題点と計装化シャルピー

試験の役割、鉄と鋼、 No.6, 1985, P.28 

(18)豊貞、後藤、相良：高速負荷時におけるき裂先端

近傍の局部温度上昇について、造船学会論文集、

No.170、1991.12、pp.651---663

(19)豊貞、後藤：任意負荷速度下における破壊靱性推

定法について、造船学会論文集、 No.172、1992.12、

pp.663---674 

(20)秋山、藤井、大熊、牛嶋、塙：表面き裂を有する

圧力容器の脆性破壊強度に関する研究、船舶技術

研究所報告、第22巻、第 3号、1985.5、pp.65-85

(203) 


